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第１章 外部監査の概要 

 

 Ⅰ 外部監査の種類 

   地方自治法第252条の37第1項及び京都市外部監査契約に基づく監査に関する

条例第 2条に基づく包括外部監査 

 

 Ⅱ 選定した特定の事件（監査テーマ） 

１．「市有財産（不動産）の有効活用（取得、運用及び処分の適正性）について」

（京都市土地開発公社を含む。） 

 

２．「平成 18 年５月 18 日総務省公表の「新地方公会計制度研究会報告書」に基

づく、市の普通会計の財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産

変動計算書及び資金収支計算書）の検証」 

 

 Ⅲ 事件を選定した理由 

１．市有不動産の有効活用 

近年、市の財政状態は悪化しており、平成 19 年度決算では「地方公共団体

の財政健全化法」の健全化判断比率の基準をいずれもクリアしているが、「連

結実質赤字比率」は政令指定都市では、唯一、赤字となっている。そして、今

後の市の「実質赤字比率」が悪化し、数年先には「財政健全化団体」に、更に

は「財政再生団体」に陥ることが懸念されている。（平成 21 年 12 月 24 日の市

の発表によると、平成 22 年度には 110 億円の実質的財源不足が生じると予測

されている。） 

   これに対し、市ではＨ21 年１月に「京都未来まちづくりプラン」を発表し、

財政再建策を提示しているので、当包括外部監査でも、市有財産のうち、平成

20年３月 31日現在のバランスシートで資産合計の 80％を占める有形固定資産

の中でも占める割合の大きい“不動産”の有効活用（取得、運用及び処分の適

正性）について監査を実施することは、今後の市の財政状態の健全化に有意義

であると判断し、テーマに取り上げた。 

   また、京都市土地開発公社は土地の先行取得等を目的として、「公有地の拡

大の推進に関する法律」に基づき、市の 100％出資で設立された特別法人であ

り、市有財産と密接な関係があるので、監査対象とした。 

  ２．新地方公会計 

各地方公共団体は、平成 18 年５月 18 日に総務省から公表された「新地方公

会計制度研究会報告書」に基づき財務書類４表を作成し、公表することとなっ

た。 



－2－ 

  その初回公表が平成 20年度の決算書に基づき、平成 21年秋とされているため、

その適正性を検証することは、市の財政状態の現状を把握するために有意義であ

ると判断し、包括外部監査のテーマとした。 

  

 Ⅳ 監査対象期間 

   平成 20 年度。但し、必要に応じて平成 19 年度以前の年度及び平成 21 年度の一

部も対象とした。 

 

 Ⅴ 外部監査の視点 

１．市有不動産の有効活用 

  市有不動産を公用、公共用及び普通の各財産に分類し、特に公共用財産（市

立小中学校の統合、閉校）と普通財産の有効活用につき、合規性、経済性、効

率性及び有効性の観点から主に次の項目につき監査を行った。 

   （１）取得、運用及び処分 

   （２）貸付け、借受けの事務手続 

   （３）維持管理業務 

   （４）公有財産台帳の記載 

  ２．新地方公会計 

    普通会計の財務書類４表につき、合規性、有効性（活用性）及び財産評価の

妥当性につき監査を行う予定であったが、平成 21 年 12 月 31 日現在、財務書類

４表の作成が完了していないため、監査は不可能となったので、市の新公会計

制度への取り組み方針につき、有効性の観点から監査を行った。 

 

 Ⅵ 外部監査の方法 

  １．市有不動産の有効活用 

   （１）京都市 

      予備手続として関係法令、京都市各会計歳入歳出決算書、同事項別明細

書及び実質収支に関する調書、京都市財産に関する調書、公有財産台帳、

公有財産事務の手引き等を閲覧した。 

   （２）京都市土地開発公社 

      予備手続として関係法令、土地開発公社経理基準要綱、決算書、附属明

細表、予算、事業計画、資金計画等を閲覧した。 
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   （３）上記（１）、（２）のほか、監査予備手続で収集した資料及び市と京都市

土地開発公社に請求した資料を閲覧し、視察に重点を置き、実査、立会、

確認、質問、閲覧、証憑突合、計算突合、勘定分析、土地評価等の方法で

監査を実施した。 

 

 Ⅶ 外部監査の実施期間 

   平成 21 年６月 25日から平成 22 年３月 15日まで 

 

 Ⅷ 包括外部監査人及び同補助者の資格と氏名 

   京都市包括外部監査人 中村清之（税理士） 

   同補助者 ５名 

    税理士  小林由香、筆島 務、竹仲 勲、中川秀夫、前岡照紀 

（全員、日本税理士会連合会主催の「地方公共団体外部監査制度演習型研修会」

履修証書受領者である。） 

    

 Ⅸ 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件に関し、包括外部監査人及び同補助者と京都市

との間には地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この報告書で、 

 ＜改善を要する事項＞は、公金支出の法律や条例への適合性・合規性のみならず経

済性・効率性・有効性の観点から法律や条例で強制されていない事項でも、すぐに

改善を求める事項を述べている。 

 

 また 

 ＜監査意見＞は、将来的に改善・検討することが望ましい事項を述べている。 
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凡   例 
 

略  称 正 式 名 称 

市 京都市 

市土地開発公社  京都市土地開発公社 

自 治 体 地方公共団体 

自 治 法  地方自治法 

市有財産・物品条例  京都市公有財産及び物品条例 

市有財産規則  京都市公有財産規則 

評価委条例  京都市不動産評価委員会条例 

評価委条例施行規則  京都市不動産評価委員会条例施行規則 

評価事務取扱要綱  京都市不動産評価事務取扱要綱 

小規模地処分価格要領  小規模市有地処分価格算定要領 

用地事務取扱規程  京都市用地事務取扱規程 

議決契約等の条例 
 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例 

公 拡 法  公有地の拡大の推進に関する法律 

公拡法施行令  公有地の拡大の推進に関する法律施行令 

公拡法施行規則  公有地の拡大の推進に関する法律施行規則 

公社財産管理規程  京都市土地開発公社運用財産管理規程 

公社経理基準要綱  土地開発公社経理基準要綱 

法 
 

 

令 
 
 

等 

財政健全化法  地方公共団体の財政の健全化に関する法律 
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略  称 正 式 名 称 

要綱用地 京都市宅地開発要綱用地 

各局等  市各局、各区役所及び教育委員会 

消費税等  消費税及び地方消費税 

税  抜  消費税等を含まない（金額） 

税  込  消費税等を含む（金額） 

Ｂ／Ｓ  貸借対照表 

Ｐ／Ｌ  損益計算書 

Ｃ／Ｆ  キャッシュ・フロー計算書 

基準Ｍ  基準モデル 

改訂Ｍ  総務省方式改訂モデル 

Ｈ  平成 

Ｓ  昭和 

監査チーム  包括外部監査人及び補助者 

  

表示方法 方  針 

比 率（％）  特に注釈がない限り、小数点以下第２位を四捨五入 

金額の千円、万円単位の表示 
直近下位を四捨五入 

（そのため、明細と合計が一致しない場合がある。） 

金額の表示 （原則）税抜 

（消費税等の扱い）          税込の場合は、その都度表示している。

 

〔専門用語〕については、使用頁に脚注を付している。 
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土 地 の 「 評 価 額 」 

 当報告書では、土地の価額は、その概要を把握するため、便宜上、次の算式によっ

た。 

従って、正確な鑑定評価額ではない。 

 

 

 

 

 注１．路線価地域においては、 

①側方及び裏面路線価の奥行価格補正率は 1.00 とし、（Ｚ）に加算した。 

②数種の路線価に面している場合は、単純平均した価格を用いた。 

   ③間口狭小、不整形等の画地調整は行っていない。 

  ２．路線価又は倍率は、国税庁公表のＨ21年分「財産評価基本通達」による路

線価又は評価倍率を用いた。 

   （理 由） 

   （１）国税庁公表の路線価又は倍率による評価額は公示価格（≒時価）の約

80％とされ、個別事情によるアローワンスが考慮されている。 

   （２）中古建物の敷地となっていて建物の取り壊し費用を用する土地もある。
 
 

 〔参 考〕 

土地の７つの“時価” 
 

種 類 根 拠 法 令 決 定 者 評 価 者 評価時点 目 安

実 勢 価 格 － 売買当事者 － － － 

公 示 価 格 地 価 公 示 法 国土交通省 
土地鑑定 

委員会 
１月 1日 （Ａ）100

基準地価格 国 土 利 用 計 画 法 同 
都道府県 

知事 
7月 1日 （Ａ）100

路 線 価 格 
相 続 税 法 

（財産評価基本通達）
国税庁 

土地評価 

審議会 
1月 1日 （Ｂ）80

固定資産税

評 価 額 

固定資産 

評価員 

1月 1日 

（３年毎）
（Ｃ）70

固定資産税

課税標準額 

固 定 資 産 税 法
市・区・町・

村 
 

不動産鑑定士

評 価 額 

不動産の鑑定評価に関

する法律 
－ 

不動産 

鑑定士 
随 時 － 

 

公示価格・基準地価格を 100（Ａ）とすると、路線価は（Ａ）の 80％、固定資産税評価

額は（Ａ）の 70％とされている。 

〔路線価地域〕（正面路線価）  （奥行価格補正率）   （１㎡当りの価額） 

       （Ｘ）  円 ×  1.00    ＝  （Ｚ）  円 

〔倍率地域〕 （近隣の固定資産税評価額）            （１㎡当りの価額）

              （Ｙ）円／㎡ ×  倍率    ＝  （Ｚ）  円 
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市の組織の変更 

 京都市では、Ｈ21 年４月１日付で行政の組織に一部変更があり、当監査テーマで

ある「公有財産」の担当が下図のように変更された。 

 従って、Ｈ20年度分の資料等の出典は旧「理財局・財務部・財産監理課」であっ

たが、監査の資料請求や質問に対する回答は新「行財政局・財政部・財政課及び財産

活用促進課」が主に対応した。 

 

改  正  前  改  正  後 

 

総 務 局 

 

 

 

 

理 財 局 

 

財 務 部 

 

主 計 課 

 

財産監理課 

 

調 度 課 

 

税 務 部 

 

主 税 課 

 

  

行 財 政 局 

 

 

 

 

 

 

財 政 部 

 

財 政 課 

 

財産活用促進課 

 

契 約 課 

 

税 務 部 

 

税 制 課 
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第２章 〔特定の事件Ⅰ〕 市有財産（不動産）の有効活用について 

 

第１ 外部監査対象の概要 

 

 Ⅰ 公有財産の範囲と分類 

 

（Ⅰ）公有財産の範囲 

自治法では、「財産」とは「公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。」とさ

れている。また「公有財産」は「物権」と「財産権」とに区分され、更に〔図表

２－１－１〕のように細分されている。（自治法第 237 条第１項、第 238 条第１項） 

 

                              〔図表２－１－１〕 

土  地 

建 物 不 動 産 

土地の定着物 
立木等 

特定動産 船舶・浮ドック・航空機等 

物 権 

（不動産・動産の）従物 エレベーター・冷暖房施設等

用益物権 地上権・地役権等 

無体財産権 特許権・著作権等 

有価証券 株券・債券等 

出資による権利 出資金・出えん金等 

公 
 
 

有 
 

 
財 

 
 

産 財 産 権 

不動産の信託の受益権 収益受益権・元本受益権等 

物 品 
地方公共団体に属する動産等･･･備品・動物・消耗品等 

（現金、公有財産、基金に属する動産は除く） 

債 権 
金銭の給付を目的とする地方公共団体の権利 

 ･･･地方税・分担金・使用料等 

財 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

産 

基 金 
地方公共団体が、条例に基づき特定の目的のために資金を積立、運用する

もの･･･土地基金・財政調整基金等 

                              （出典：京都市） 

 

この中で、当監査は「不動産」の「土地」（主テーマ）及び「建物」を対象とし

た。 
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（Ⅱ）公有財産の分類 

公有財産は、〔図表２－１－２〕のように「行政財産」と「普通財産」に区分さ

れ、「行政財産」は更に「公用財産」、「公共用財産」及び「予定公物」に区分され

る。（自治法第 238 条第４項） 

 

〔図表２－１－２〕 

公 用 財 産 
市が自ら直接使用する財産 

 例･･･市役所、まち美化事務所等の敷地及び建物 

公共用財産 
市民が共同利用する財産 

 例･･･学校、市立病院等の敷地及び建物、公園、道路等

行 

政 

財 

産 予 定 公 物 
将来、公用又は公共の用に供することと決定した財産 

 例･･･学校建設、病院建設のための予定敷地 

公 
 

有 
 

財 
 

産 

普 

通 

財 

産 

 上記以外の財産 

（出典：京都市） 

 

１ 行政財産 

行政財産は、法令に定められている場合を除き、これを貸し付け、交換し、売

り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは信託し、又は私債を設定することが

禁止されている。（自治法第 238 条の４第１項） 

２ 普通財産 

普通財産は、行政財産以外のすべての公有財産をいい、行政財産とは異なり、

これを貸し付け、交換、売却等が可能である。（自治法第 238 条の５第１項） 
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 Ⅱ 市の公有財産の管理体制 

 

 １ 公有財産に関する権限 

市の公有財産（以下「市有財産」という。）に関する諸権限は、〔図表２－１－

３〕のとおりである。 

 

〔図表２－１－３〕 

 取   得 管   理 処   分 

一般財産 
市   長 

（各 局 室 区） 

市   長 

（各 局 室 区） 

市   長 

（行 財 政 局） 

教育財産 
市   長 

（教育委員会事務局）

教 育 長 

（教育委員会事務局）

市   長 

（行 財 政 局） 

（地方公営企業資産は除く） 

注１ 一般財産とは、教育財産及び公営企業資産以外の財産である。 

    注２ （ ）内は、取得、管理及び処分事務を行う局等である。 

（出典：京都市） 

 

 ２ 市有財産の管理者 

   「京都市公有財産管理規則」では、市有財産の管理を次のように規定している。 

 

京都市公有財産管理規則 

 

第３章 管理 

第 1 節 通則 

（管理の事務） 

第９条 行政財産を管理する事務は当該行政財産を事務事業の用に供する局

等の局長等が行い、普通財産を管理する事務は主管局長（※）が行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、主管局長は、公有財産の効率的運用及び管理の

適正を図るために必要があると認めるときは、現に局等の事務事業の用に供

していない行政財産その他の公有財産について、局長等を特に指定してその

管理の事務を行わせることができる。 

（公有財産の引継ぎ） 

第 10 条 教育委員会及び局長等は、その所管に属する行政財産の用途が廃止

されたとき（前条第２項の規定により指定を受けて局長等が引き続き当該財

産の管理の事務を行うときを除く。）は、公有財産引継書を添え、当該財産

を速やかに主管局長に引き継ぐものとする。教育委員会及び局長等がその所

管に属する普通財産を主管局長に引き継ぐときも、同様とする。 
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（管理事務の調整） 

第 11 条 主管局長は、公有財産の効率的運用及び管理の適正を図るために必

要があると認めるときは、教育委員会及び局長等に対し、その所管に属する

公有財産（土地又は建物の貸借に係る権利を含む。次条及び第 48条から第

51 条までにおいて同じ。）について、資料の提出又は報告を求め、実地調査

をし、及びその結果に基づいて必要な措置を求めることができる。 

２ 主管局長は、公有財産が行政財産又は普通財産のいずれかに属するかが明

らかでないときは、これを判定する。 

 

※ 監査人注．「主管局長」は、Ｈ20 年度までは「理財局長」、Ｈ21年度から

は「行財政局財政担当局長」 

 

   上記を表にまとめると〔図表２－１－４〕となる。 

 

公 有 財 産 の 管 理 者 

（京都市公有財産規則）   〔図表２－１－４〕 

 行政財産（公用・公共用・予定公物） 普通財産 

 
教育委員会 

各 局 長 等 
 主 管 局 長 

 （規則第９条２項） 

事業の用に供してい

ない財産 

（規則第 10 条） 

用途が廃止されたと

き 

 

規則 

第９条 

 

指 定 局 長 等 

（公共財産引継書）

主 管 局 長 

 

規則 

第 11 条 

公有財産の効率的運用及び管理の適正を図るために必要があるとき、 

             資料提出又は報告←教育委員会・局長等 

 主 管 局 長      

                       実地調査 

その結果に基づいて必要な措置を求めることができる。 
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  ３ 市の機構（平成 21 年３月 31日現在） 
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 ４ 市有財産の帳簿管理 

   公有財産を適正に管理するため、以下の帳簿を備え付けている。 

 

 （１）公有財産台帳 

 （２）公有財産異動整理簿 

 （３）行政財産管理台帳 

 （４）普通財産管理台帳 

 （５）行政財産使用許可台帳 

 （６）行政財産貸付台帳 

 （７）普通財産貸付台帳 

 （８）行政財産使用承認台帳 

 （９）普通財産使用承認台帳 

 （10）不動産借受台帳 

 

   上記（１）の公有財産台帳は、市の財務会計システムの「公有財産管理システ

ム」（以下「管理システム」という。）で管理している。 

   （２）～（10）は、「管理システム」に連動していないため、別途、帳簿を作成

している。 

 

   また、「管理システム」から、以下の資料を抽出することができる。 

 

  ① 公有財産台帳（土地・建物） 

  ② 所在地順一覧（土地のみ） 

  ③ 公有財産増減一覧（増減表及び異動明細（土地・建物）） 

  ④ 局別・財産別集計 

  ⑤ 財産施設一覧 

 

   そして、「管理システム」上のデータをエクセルに変換し、町名コード順に並べ

変えて「公有財産（土地・建物／町名コード順）一覧」が作成されているので、

監査チームは、主に、この「一覧」を用いて監査を行った。 

 

 

 

 

 

 



－14－ 

   「公有財産台帳」及び上記「一覧」の様式は次のとおりである。 

 

公有財産台帳（土地） 処理日：平成　年　月　日

所管局： 財産種別： 頁

施設名称： 財産分類コード： 頁

区 通り名

町名 通り名 本番 枝番 枝々番 公簿　㎡ 実測　㎡ 原因 年月日 原因 年月日 原因 取得年月日 取得登記日

前

所管局

前所有者所在ｺｰﾄﾞ 地番

町名
地目

地積 登記 変更 原始

所管局

 

 

頁

所管局： 頁

施設名称：

棟 図面

番号 番号 地上 地下 木造　㎡ 非木造　㎡ 原因 年月日
建築価格（千円）

異動
沿革 登記

処理日：平成　年　月　日公有財産台帳（建物）

　　財産種別：

財産分類コード： 所在地：

用途 構造
階数 床面積

建築年月日

 

 

 

全市 １ページ

平成　　年　　月　　日現在

所管局名 種別 町名コード 町　　　　　名 本番 枝番 枝々番 公簿面積 実測面積
取　得
年月日

施設名称
財産

分類コード

公 有 財 産 （ 土 地 ／ 町 名 コ ー ド 順 ）  一 覧

 

所管局 施設名称 種別 棟番号 用途 代表所在地
床面積
（木造）

床面積
（非木造）

建 　築
年月日

建築価格
（千円）

階数
（地上）

階数
（地下）

財産分類
コード

平成 　年 　月 　日現在

１ページ

公 有 財 産 （ 建 物 ／ 局 コ ー ド 順 ）  一 覧
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Ⅲ 実施した監査手続及び監査項目 

 

   当監査は、主に「公有財産（土地／町名コード順）一覧」に登録されている約

55,000 筆の土地の中から、公簿（又は実測）面積、施設名称等から監査を要する

と判断した物件 140 ヵ所を抽出し、これに京都市土地開発公社の所有地 61 ヵ所の

中から 45ヵ所を加え、計 185 ヵ所を監査チームが５班で分担して視察し、問題点

につき種々の監査手続を実施した。 

   その結果、当監査では次の各項目につき監査報告をすることにした。 

 

監 査 報 告 の 項 目 

 活用区分 公用財産 公共用財産 普通財産 

Ⅰ 市有財産の活用状況    

１．小中学校の統

合・閉校 （Ⅰ） 小中学校等 －

２．看護短大の閉校

－

（Ⅱ） 公の施設（学校以外） － 88 種の施設 －

（Ⅲ） 売却予定財産 － －

１．京都未来まちづ

くりプラン 24件 

２．その他   ４件 

（Ⅳ） 売却可能財産 － ５件 －

（Ⅴ） 貸付財産 無償貸付け１件 － 無償貸付け１件 

（Ⅵ） 買収財産 － － １件 

（Ⅶ） 売却済財産 

－ － １．51件 

２．用地買収の 

代替地売却１件

Ⅱ その他の不動産    

（Ⅰ） 借受不動産    

（Ⅱ） 部落有財産    

Ⅲ 公有財産台帳の管理    

 

 

 

 

 

 


